
第１章 調査の目的及び方法等
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１．調査の目的 

本調査は、高齢者の基本的な生活の状況、住宅と生活環境に関する状況を把握し、今後の高齢社

会対策の施策の推進に資する基礎資料とすることを目的とする。 

 

２．調査の仕様 

（１）調査地域 

全国 

（２）調査対象者 

65 歳以上（令和５年 10 月１日現在）の男女（施設入所者は除く。） 

（３）標本数 

男女合わせて 4,000人 

（４）調査事項 

ア 調査客体の基本属性に関する事項（Ｆ１～Ｆ９） 

イ 基本的な生活の状況に関する事項（問１～問 15） 

ウ 住宅の状況に関する事項（問 16～問 27） 

エ 生活環境に関する事項（問 28～問 34） 

（５）調査方法 

郵送調査法（オンライン回答併用） 

（６）調査期間 

  令和５年 10 月 26 日～11月 30 日 

（７）サンプリング方法 

層化二段無作為抽出法を用いた。具体的には以下の手順。 

①層化 

令和２年度国勢調査人口に基づき、次ページの地域と都市規模とする。 
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〔地域区分〕  

全国の都道府県を単位として、次の 10区分に分類。 

北海道（１道） 北海道 

東北（６県） 青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県 

関東（１都６県） 茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 

北陸（４県） 新潟県、富山県、石川県、福井県 

東山（３県） 山梨県、長野県、岐阜県 

東海（３県） 静岡県、愛知県、三重県 

近畿（２府４県） 滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 

中国（５県） 鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県 

四国（４県） 徳島県、香川県、愛媛県、高知県 

九州（８県） 福岡県、佐賀県、長崎県、大分県、熊本県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県 

 

〔都市規模区分〕 

ⅰ）大都市（東京都 23 区・政令指定都市） 

ⅱ）中都市（人口 10 万人以上の市） 

ⅲ）小都市（人口 10 万人未満の市） 

ⅳ）町村 

※人口による都市規模の分類は、令和２年国勢調査に基づく人口による。 

 

②抽出 

各層（地域 10区分×都市規模４区分）について、それぞれの層における母集団（令和２年度国勢

調査の 65 歳以上人口に基づく）の大きさにより 200 地点を比例配分し、１地点につき 20 サンプル

ずつとすることにより、設定標本数 4,000 を配分する。 

抽出された地点（大字・町丁目）ごとに、住民基本台帳より満 65 歳以上の男女個人を、対象年齢

に該当する人だけを数えて、一定の抽出間隔で 20サンプルを抽出する。 
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（８）有効回収数 

  ア. 標本数、有効回収数、有効回収率 

標本数 4,000 人  

有効回収数 2,677 人  

有効回収率 66.9％  

  ※うち、オンラインによる有効回収数：198 サンプル（有効回収率：5.0%） 

（注）：回答期限の 11 月 30 日までの回収数：2,712サンプル 

うち、35 サンプルは下記理由により無効票とした。 

・無回答が５割以上：４サンプル 

・抽出名簿との性別不一致 かつ 年齢差±３歳以内：８サンプル 

・抽出名簿との性別一致 かつ 年齢差±３歳以上：10 サンプル 

・抽出名簿との性別不一致 かつ 年齢差±３歳以上：11 サンプル 

・郵送とオンライン回答の重複：２サンプル（郵送回答を無効票とした） 

 

  イ. 性・年齢階級別の標本数、有効回収数、有効回収率 

  標本数 有効回収数 有効回収率 

男性 

65～69歳 464人 298人 64.2% 

70～74歳 536人 388人 72.4% 

75～79歳 437人 299人 68.4% 

80～84歳 288人 192人 66.7% 

85～89歳 114人 77人 67.5% 

90～94歳 37人 19人 51.4% 

95歳以上 5人 4人 80.0% 

計 1,881人 1,277人 67.9% 

女性 

65～69歳 449人 312人 69.5% 

70～74歳 524人 367人 70.0% 

75～79歳 443人 302人 68.2% 

80～84歳 360人 233人 64.7% 

85～89歳 241人 140人 58.1% 

90～94歳 71人 37人 52.1% 

95歳以上 31人 9人 29.0% 

計 2,119人 1,400人 66.1% 

全体 4,000人 2,677人 66.9% 

 

（９）調査委託機関 

一般社団法人新情報センター 
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（10）企画分析委員会 

「高齢者の住宅と生活環境に関する調査企画分析委員会」を設置し、下記の検討項目について３回

の会議を開催。 

開催回 開催日時 主な議題 

第１回 
令和５年４月 24 日(月) 

14：00～16：00 
・調査票の検討 

第２回 
令和５年 12月 26 日(火) 

14：00～16：00 

・集計結果の報告 

・報告書作成方針の検討 

・分析委員の執筆方針の検討 

第３回 
令和６年２月 14 日(水) 

14：00～16：00 
・報告書案の報告・検討 

本調査は、内閣府政策統括官（政策調整担当）の委託により一般社団法人新情報センターが 

学識経験者の協力を得て実施した。 

企画分析委員は以下のとおりである。 

委員長 佐藤 博樹 東京大学 名誉教授 

澤岡 詩野 公益財団法人ダイヤ高齢社会研究財団研究部 主任研究員  

      工学博士 専門社会調査士  

藤森 克彦 日本福祉大学 福祉経営学部長 

みずほリサーチ＆テクノロジーズ株式会社 社会保障・藤森クラスター 主席研究員 

蓑輪 裕子 聖徳大学短期大学部 総合文化学科・教授 

（委員長を除き 50 音順、敬称略） 

（11）本報告書を読む際の留意点 

①本文及び図表において調査票の質問文や選択肢を引用する場合、これらを簡略化して表記すること

がある。 

②回答率（各回答の百分比）は、小数点以下第２位を四捨五入したため、回答率の合計が 100.0％に

ならないことがある。また、同様に、個別の選択肢を合計して小計を出している場合も、各選択肢

の回答率の合計が小計と一致しないことがある。 

③本文、図表、集計結果表で用いた記号等の意味は、次のとおりである。 

・n：その質問に対する回答者数であり、回答率の合計 100.0％が何人に相当するかを示す比率算出

の基数である。 

・複数回答：１回答者が２つ以上の回答をすることができる質問。複数回答質問における比率は、 

回答数の合計を回答者数（n）で割った比率であり、通常その値の合計は 100.0％を超える。 

・択一回答：１回答者が１つのみ回答することができる質問。択一回答質問における比率は、原則 

100.0％である。 

・0.0 ：回答者はいるが、その比率が表章単位に満たない値である。 

・ － ：回答者がいないことを示す。 

・クロス集計（表）で、分析軸（表側軸）の該当者が 50 人未満の場合は*（アスタリスク）で示し、

原則、本文の分析の対象にしていない。  
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④標本誤差は回答者数（n）と得られた結果の比率によって異なるが、単純任意抽出法（無作為抽出）

を仮定した場合の誤差（95％は信頼できる誤差の範囲）は下表の通りである。 

 

 各回答の 

比率 

 

ｎ 

10 % 20 % 30 % 40 % 50 % 
      

 (または 90%) (または 80%) (または 70%) (または 60%)  

設定数 4,000 0.9 % 1.2 % 1.4 % 1.5 % 1.5 % 

回収数 2,677 1.1 % 1.5 % 1.7 % 1.9 % 1.9 % 

大都市 633 2.3 % 3.1 % 3.6 % 3.8 % 3.9 % 

中都市 1,123 1.8 % 2.3 % 2.7 % 2.9 % 2.9 % 

小都市 660 2.3 % 3.1 % 3.5 % 3.7 % 3.8 % 

町村 261 3.6 % 4.9 % 5.6 % 5.9 % 6.1 % 

サンプル数

の例 

2,500 1.2 % 1.6 % 1.8 % 1.9 % 2.0 % 

2,000 1.3 % 1.8 % 2.0 % 2.1 % 2.2 % 

1,500 1.5 % 2.0 % 2.3 % 2.5 % 2.5 % 

1,000 1.9 % 2.5 % 2.8 % 3.0 % 3.1 % 

500 2.6 % 3.5 % 4.0 % 4.3 % 4.4 % 

250 3.7 % 5.0 % 5.7 % 6.1 % 6.2 % 

100 5.9 % 7.8 % 9.0 % 9.6 % 9.8 % 

50 8.3 % 11.1 % 12.7 % 13.6 % 13.9 % 

 

 ※表の見方 

  全体（母集団）の中から一部を抽出して行う標本調査では、全体を対象に行った調査（全数調査）

と比べ、標本抽出にともなう誤差が発生し、その誤差のことを「標本誤差」という。 

  「標本誤差」は、調査結果を見る際に、どの程度確かな数字であるかを判断するための情報である。 

前掲の表で言えば、回答者数が 1,000 人で、ある質問中の選択肢の回答比率が 50.0％だった場

合、標本誤差は最大でも±3.1％なので、「95％の確率で、46.9％～53.1％の範囲である」とみること

ができる。なお、層化二段抽出法による場合は標本誤差が若干増減することもある。また、誤差には

回答者の誤解などによる計算不能な非標本誤差も存在する。 
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３．調査対象者の基本属性 

（１）性別（Ｆ１） 

 

 

  

 

 

 

（２）年齢（Ｆ２）  

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）未既婚（Ｆ３） 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

全 体 (n=2,677) 47.7 52.3

男 女

(%)

全 体 (n=2,677) 22.8 28.2 22.5 15.9 10.7

65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85歳以上

(%)

全 体 (n=2,677) 5.2 65.3 7.1 20.3 2.1

結婚したことがない

現在、配偶者あるいはパートナーがいる

配偶者あるいはパートナーとは離婚している

配偶者あるいはパートナーとは死別している

不明・無回答

(%)
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（４）子供の有無（同居・別居別）（Ｆ４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）同居者（Ｆ５）（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）同居者人数（Ｆ６） 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

  

(％)

n

同

居

者

は

い

な

い

（

ひ

と

り

暮

ら

し
）

配

偶

者

（

夫

又

は

妻
（

パ
ー

ト

ナ
ー

も

含

む
）

）

親（

配

偶

者

の

親

を

含

む
）

子（

子

の

配

偶

者

を

含

む
）

そ

の

他

（

親

族

以

外

も

含

む
）

不

明

・

無

回

答

全体 2,677 20.1 62.3 3.7 30.6 3.2 2.1

全 体 (n=2,677) 13.4 49.5 24.2 10.3 2.4

子供あり（同居のみ）

子供あり（別居のみ）

子供あり（同居・別居ともに）

子供はいない

不明・無回答

(%)

平均

（人）

全 体 (n=2,677) 2.320.1 49.6 15.2 5.7 3.33.1 3.0

１人（ひとり暮らし） ２人 ３人

４人 ５人 ６人以上

不明・無回答

(%)
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（７）収入のある仕事の有無（Ｆ７） 

 

 

 

 

 

 

（８）最も多い収入源（Ｆ８） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（９）１か月当たりの平均収入額（税込み）（Ｆ９） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(％)

n

公

的

な

年
金
（

国

民
年

金
、

厚

生
年

金

な

ど
）

仕

事

に

よ
る

収

入

財

産

か

ら
の

収

入
（

利

子
、

配

当
金
、

家

賃
、

地

代

な

ど
）

私

的

な

年
金
（

企

業
年

金
、

個

人
年

金

な

ど
）

預

貯

金

な
ど

の

引

き
出

し

生

活

保

護

子

供

な

ど
か

ら

の

援
助

そ

の

他

不

明

・

無
回

答

全体 2,677 72.6 14.7 2.0 1.4 1.3 1.2 0.8 0.3 5.6

(％)

n

５

万

円

未

満
（

年

額

で

は

6

0

万

円

未

満
）

５

万

円
〜

1

0

万

円

未

満

（

年

額

で

は

6

0

万

円
〜

1

2

0

万

円

未

満
）

1

0

万

円
〜

1

5

万

円

未

満

（

年

額

で

は

1

2

0

万

円
〜

1

8

0

万

円

未

満
）

1

5

万

円
〜

2

0

万

円

未

満

（

年

額

で

は

1

8

0

万

円
〜

2

4

0

万

円

未

満
）

2

0

万

円
〜

2

5

万

円

未

満

（

年

額

で

は

2

4

0

万

円
〜

3

0

0

万

円

未

満
）

2

5

万

円
〜

3

0

万

円

未

満

（

年

額

で

は

3

0

0

万

円
〜

3

6

0

万

円

未

満
）

3

0

万

円
〜

4

0

万

円

未

満

（

年

額

で

は

3

6

0

万

円
〜

4

8

0

万

円

未

満
）

4

0

万

円
〜

6

0

万

円

未

満

（

年

額

で

は

4

8

0

万

円
〜

7

2

0

万

円

未

満
）

6

0

万

円
〜

8

0

万

円

未

満

（

年

額

で

は

7

2

0

万

円
〜

9

6

0

万

円

未

満
）

8

0

万

円

以

上
（

年

額

で

は

9

6

0

万

円

以

上
）

収

入

は

な

い

不

明

・

無

回

答

全体 2,677 2.0 7.3 11.6 14.4 13.5 11.8 13.6 10.0 3.4 3.5 1.8 7.2

全 体 (n=2,677) 29.4 68.1 2.4

している していない 不明・無回答

(%)


